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１５春闘情勢学習会レジメ 

２０１５年１月 
高知県労連 執行委員長 田口 朝光 

Ⅰ．情勢 

１．昨年末の衆議院選挙結果をどう見るか 

１）安倍首相の思惑 

①党略：「政治とカネ」の疑惑隠し、「今なら勝てる（負けが最小）」（ドミノ辞任⇒支持急落の回避） 
②個略１：１０％増税実施派（財務省派）を選挙を使い抑え込む（小選挙区の非公認で脅す） 
 個略２：２０１５年の総裁選を有利にする（石破、谷垣等ライバルの出馬の芽を摘む） 
２）結果の評価 

①3 分の 2 確保も（600 億円使い±ゼロで）圧勝か？自民微減、公明増。「要政党」の発言権増！ 
②第 3 極の後退。特に次世代の党の激減！ 

③共産の躍進。民主微増。 

＜新聞社説＞ 

東京新聞 『1 強ゆえに謙虚たれ』  

毎日新聞 『「冷めた信任」を自覚せよ』  ⇒ 「熱狂なきファシズム」「群衆」（ＴＢＳ・サンデーモーニング１/４） 

朝日新聞 『（社説）自公大勝で政権継続 分断を埋める「この道」に』 

読売新聞 『重い信任を政策遂行に生かせ 謙虚で丁寧な政権運営が必要だ』  

産経新聞 『自公圧勝 安倍路線継続への支持だ 規制緩和と再稼働で成長促せ』 

日本経済新聞 『多弱による勝利に慢心は許されぬ』 

※代議制民主主義を揺るがす、首相の解散権行使のあり方（「世界」２月号：片山善博氏「違憲」と批判） 

※低投票率の持つ３つの側面（政治の側、国民の側、選挙制度、マスコミ） 政治：政権与党、野党第一党。 

３）選挙制度の問題点が浮き彫りに 

①小選挙区は比較第一党に有利。選挙協力が物を言う。「風」がふけば、政権交代も。無党派の動きで！ 

 「幻想の多数」の危険性。国民の無関心が誘うファシズム（「１強支配」）。 

②比例も低投票率なら、自公有利。風によっては、流れが変わる。 

 
自民党の衆議院選挙における得票、獲得議席動向 （報道ステーションで下表の１４年と０９年選挙を比較） 

 

政    党 自民 公明 民主 維新 共産 次世代 生活 社民
新党改

革
その他・
無所属

合計 定数

選 挙 後 291 35 73 41 21 2 2 2 0 8 475 475

小選挙区 223 9 28 11 1 2 2 1 0 8 295 295

比    例 68 26 35 30 20 0 0 1 0 0 180 180

前    回 294 31 57 54 8 - - 2 0 34

前 回 比 -3 4 16 -13 13 - - 0 0 -26

公 示 前 295 31 62 42 8 19 5 2 0 15

公示前比 -4 4 11 -1 13 -17 -3 0 0 -7

480

-

479

-

小選挙区 比例代表 小選挙区 比例代表 合計 小選挙区 比例代表
2014年12月14日 52.66 2,546 1,776 223 68 291 295 180
2012年12月4日 59.32 2,564 1,662 237 57 294 300 180
2009年8月30日 69.28 2,730 1,881 64 55 119 300 180

定数得票数 獲得議席
投票率実施年
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４）１点共闘と政治変革の視点 

①政権維持のパターン 

 ・衆参で過半数 
 ・衆議院で３分の２、参議院で過半数以下 
 ※単独か連携か 
②衆議院 定数：４７５ 
 小選挙区２９５（295 区） 62.1％ 

  比例代表１８０（11 ブロック） 37.9％ 
 参議院 定数：２４２ 

選挙区（都道府県単位４７区）  
１４６人（3 年毎に半数 73 改選）60.3％ 

比例代表（全国単位）  
９６人（3 年毎に半数 48 改選）39.7％ 

＜視点＞ 

・「1 点（個別課題での）共闘」が前進⇒「根っこは 1 つ」の認識⇒政治の変革（影響力行使⇒政権を取

る） 
・既存政党と共同を担う新たな政治的グループの形成 （政策の「一致」と共同・連携の「意思」） 
※小選挙区、選挙区での共闘の可能性の模索 

  １区：共産、２区：社民、３区：生活、４区：無所属（実は保守の師弟対決）正統保守の筋！ 
 
２．昨年の漢字、流行語からする今年の予測 

 
１）昨年の漢字「税」・・・・・今年は？ 

４月から消費税５％⇒８％ 
７月を過ぎても秋風なお不況（源朝光） 

  ４月～１１月 ８か月連続の消費減（対前年同月比）、 
   百貨店、スーパー 
  新車販売台数、新規住宅着工件数 
  「駆け込み需要」の反動では説明できない。 
 
２）昨年の新語・流行語大賞 

①ダメヨ～！ダメ！ダメ！ 
②集団的自衛権 
③ありのままで 
＜こんな年に＞ 

□集団的自衛権 ダメヨ～！ダメ！ダメ！ 
□安倍内閣 ありのままで（は）ダメヨ～！ダメ！ダメ！ 
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２．安倍内閣のめざすもの 

１）憲法９条の明文改憲が、目的 

２０１６年７月の参議院選挙⇒ダブル選挙⇒衆参３分の２⇒明文改憲へ 
 「改憲は自然なこと」（1 月 14 日、関西テレビの番組で） 
２）アベノミクスでさえ「手段」 

憲法改正には、高支持率の獲得・維持が必要 
１～２の矢：手段、第３の矢（成長戦略）に隠された目的 
（企業が世界で一番活動しやすい国造り） 

 ⇒「企業が世界で一番活動しやすい戦争をする国」造り 
  そのための「国民作り」＝特定秘密保護法、教育の統制、マスコミ支配 
 
 
３．第３の矢の毒性 

 

１）ホワイトカラー・エグゼンプション 

 ①ねらいは、「労働時間によらない賃金決定」ではなく、「労働時間規制」の撤廃 
 〇「小さく生んで大きく育てる」：当面、年収要件１０７５万円 

   将来は６００万円（全労働者の１０％ぐらいに適用しないと旨味がない：榊原経団連会長）⇒年

間２兆円の詐取 
  〇現在でもサービス残業代の是正指導は、年間１００億円を超える。 
 ②批判への反論＝ごまかしの論法 
  〇過労死促進法案⇔年休を取って下さい＝そのために企業に時期指定権を与えます！ 
  〇言葉によるごまかし 「高度プロフェッショナル労働制」 
 

 

 

※裁量労働で法定労働時間の８時間を超えるみなし時間を協

定する場合、３６協定の締結と時間外労働の割増賃金支払の

義務がある。また、「深夜業、休日労働、休憩の規定」等の適用

が排除されることはない。 
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＜割増賃金は、２つのペナルティー＞ 

１）労働時間（長時間労働）に関するペナルティー 
①８時間越え等 
「２４Ｈの３分割の原則」違反 
②休日労働 

２）深夜労働（２２時～５時）に関するペナルティー 
生理的賦課労働 

＜陥  穽＞ 

月給制の場合、時間外手当等の基礎額を計算する場合

に、対象賃金総額を１カ月平均の所定労働時間で割って

計算するので、「労働時間によって賃金が決まっている」

と勘違いする。実際は、職務、学歴、年齢、経験年数等

で決まっている。労働時間規制は、賃金決定の方法とは、

別次元の規制である。 
 
２）労働者派遣法の改悪 

①生涯派遣労働者を生み出す 
 戦後：禁止⇒解禁①：専門職種１３業種（ポジティブリスト方式）⇒解禁②（ネガティブリスト方式）

＝業種で期間限定。解禁③業種単位から個人単位へ 
 派遣は解禁するが、一時的・臨手的業務に限定。正規との入れ替え禁止の原則を取っ払う。 
②批判への開き直り 
 竹中平蔵パソナ会長「正職員をゼロにしなければならない」（1 月 1 日放送の「朝まで生テレビ」） 

 

３）その他 

①女性の活用（活用あって権利擁護なし）  ②地方創生（危機の原因不問。選択と集中、道州制にすり替え） 
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４．運動の展開 

 「戦争をする国づくりと沖縄の新基地建設は、安倍政権の喉元に刺さった２つのトゲ」 
 「アベノミクスの足元を見れば、バブルでゆるゆる」 
 

１）頭に入れておきたい政治日程 
２０１５年 
 １月２６日 通常国会召集 

 ２月中旬  １４年度補正予算成立？ 
３月下旬  １５年度予算成立？ 

       川内原発の再稼働？ 
４月１２日 県議選挙投票日 

２６日 市町村議選挙投票日 
   下旬？ 訪米・オバマ大統領と会談 
５月上旬  安全保障法制関連法案国会提出、ガイドラインの再改定 
６月２４日   通常国会会期末 

８月    戦後７０年の安倍談話 
９月       自民党総裁選挙 

２０１６年 
 ７月      参議院選挙（ダブル選挙？） 

 
２）肝は⇒個別課題での共同をいかに政治を変える共同にまとめ上げるか！？ 

〇「イスラム国」の身代金要求：戦争をする国づくりの大きな代償 
「武力の行使は自衛のため」、「海外で武力行使はしない」（他国の武力行使と一体化しない、戦闘地域には

いかない）という２つの歯止めの撤廃！ ※キーワードは、「切れ目なく」！ 
〇沖縄新基地建設：４つのＮＯを無視！日米安保の根本問われる！米軍基地のために日本人同士が流血？ 
〇「政治とカネ」問題の国会追求：１５年度予算案が３月末までに通らない可能性。 
〇４月の統一地方選挙で「地方創生」が売りにならない（「幻想」が振りまけない） 
 ⇔ 「トゲ」を大きくする。可視化する。争点化する。 
 ※安倍の手法の 1 つ：「期待の先延ばし」。「いずれ滴り落ちる」「道半ば」、そして政策の循環：6 月に

「新成長戦略」の策定…。期待を先延ばしにしながら、結果の確定を避ける。即ち、国民の審判の回避。 
〇トゲは、他にも「原発再稼働」 
〇介護職員３０万人不足の恐れ（団塊の世代が７５歳以上になる２５年度に！）にもかかわらず 2.27％削

減！人手不足の原因は、処遇の悪さ。１万２千円上げるというが、これに必要な報酬１・６５％分はそ

の他の部分を４・４８％下げることで賄われる。 経営が苦しくなる中、賃上げに回せるか？トリクルダ

ウン理論は？ 
〇アベノミクスのバブルの崩壊 
▽１８カ月連続物価高、１７か月連続実質賃金マイナス 
▽10 円円安は上場企業の営業利益を 1.7 兆円押し上げる。一方、中堅・中小企業を中心とする非上場企
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業への 10 円円安の影響は約 8 千億円のマイナス！！ 

円安は、物価高を高進させており、円安が誰のための政策かが、アリアリ！！！ 

▽ピケティ『21 世紀の資本』：「資本収益率 r は経済成長率 g より大なり」＝「r＞g」の法則。 

従って、資本を持っている者（収益率年４％）と持っていない者（成長率１．５％）との格差は拡大

する！  

※「金持ち父さん貧乏父さん」（ロバート キヨサキ著 2000/11/9）に通じる。株、不動産に投資する父さん

は金持ちに。雇われてただ消費するだけの父さんは貧乏。 

※アベノミクスはｒを大きくすればｇも大きくなると言う。しかし、ｇへの「滴り」はないし、ｇ内

部の格差が拡大！ 

※わずか１％の最富裕層、世界中の富の４８％保有（英ＮＧＯオックスファム・インタナショナル） 

 
３）憲法懇談会（国民主権を守り、憲法を暮らしに活かす懇談会）の取組み 

 展望は、沖縄。 
今は、「沖縄だからできたこと」を「全国へ」！「次は高知」＝「オール高知」の構築へ 
「左派結集」から「オール高知」へ！ 
憲法懇談会から「憲法改悪阻止県民会議」（仮称）の結成へ！ 
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Ⅱ．高知県労連の学習運動の展開 

 
１．基本姿勢 

①マイナー意識を捨てる 
②県政課題と真正面から向き合う 
③組合運動にマネージメントを取り入れる 

 
２．学習の位置付け 

１）これまでの取組み 

開催時期 講座名・内容 

２００８年２月～5 月 

 

労働相談講座①講座、②経営分析 22、③労働委員会・労働審判、④非正規問題、

⑤労働契約法 15、⑥講座  

延１００名以上 

２００９年２月～４月 初級２講座：①労働組基礎 30、②労基・安衛法 30 

級２講座：①労働相談と労働諸法 10、②労働相談と生活保護 8 

特別２講座：①経営分析と労働組合 20、②共催と福利厚生活動 9 

延１００名以上 

２０１０年３月～４月 初級２講座：①労働組基礎 25、②労基・安衛法 28 

中級２講座：①労働相談とマネジメント 20、②労働組合と経営参加 25 

特別２講座：①労働相談と福利厚生 12、②労働組合と労災実務 20 

延１３０名 

２０１０年１１月 経営分析講座①22、経営分析講座②20、経営分析講座③15、経営分析講座④20 

延７７名 

２０１１年２月～3 月 ユニオンセミナー①雇用政策１７、②雇用シンポ 21、③簿記９、④賃金問題３２、⑤Ｎ

ＰＯとは１３ 

９２名 

２０１１年１０月 

 

ＩＴ、ＳＮＳ関連講座①、②、③ 

延 20 名 

２０１２年 4 月～6

月 

春の講座①22、春の講座② 、春の講座③12、春の講座④15 

延 50 名  講師：県労連四役 

２０１２年１１月 秋の労働講座①、②、③、④ 

延４６名 

２０１３年５月～６月 春の講座①、②、③、④ 

延５０名 

２０１３年１１月 ① 経営分析１６、②はたらく女性の交流集会 90、③労働相談員養成講座８ 

２０１４年春 なし 

２０１４年秋 なし 
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＜問題意識＞ 

〇製造業の民間労組が参加できる・参加したくなる講座 

〇組合のマネージメント力の向上 

〇労働組合の実践力の向上 

〇労働組合員教育の体系化 

 
２）新組合員教育－全労連の初級教育制度の展開 

①労働組合へ新加入した組合員などを対象に、全労連「初級教育制度」を活用し、学習協と共同して学習の体

系化を進める 

②「初級教育制度」を各組織の初級教育に位置付け、県労連で40 人の参加を組織する。 

③全労連「初級教育制度」⇒学習協「労働学校」⇒勤通大「労組コース」という流れを各組織の組合員教育として

位置付けて進めて行く。 

 

募集人員４０名程度 
６月スタート 
１１月終了 
秋の講座、労働学校をリンクさせる（１０月、１１月） 
 
課題 

初級の初級 ⇒ 初級（勤通大「労組コース」＋春の講座） ⇒ 勤通大「基礎コース」 
幹部講座 
実践講座 
 ※執行部の質的レベルアップ。執行委員会で政治論議。「学習の友」の活用。 
 
さいごに 

 
 


